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我が国の現状と課題   

 

   ○地球温暖化を巡る動向 

   ・ 東日本大震災以降、火力発電の焚き増しにより、温室効果ガス 

     の排出が大幅に増加 

   ○電源構成     

   ・ 東日本大震災後、原子力発電所の長期停止により、火力発電比 

    率は約９割まで上昇するとともに、エネルギーコストも上昇 

  ○太陽光発電等の再生可能エネルギーの導入推進 

   ・ 天候等により電力系統が不安定になり、我が国の電力の安定供 

     給を阻害するおそれあり  

  

 

施策 

○ｴﾈﾙｷﾞｰ需給構造上の課題解決に向け、温室効果ガスの抑制、電力  

  の安定供給といった点を踏まえた技術開発を推進していくことが重要。 

 

1.１．施策の目的・政策的位置付 
  目的 
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政策的位置付け（石炭火力発電技術） 
「日本再興戦略」（平成25年６月14日） 

 ◇高効率火力発電を徹底活用し、エネルギーコストを低減させる。（中    

   略）先進技術開発を加速し、世界最高水準の効率を有する火力発電  

   を我が国で率先して導入するとともに、世界へ積極的に展開する。 

   ○火力発電の技術開発支援 

    ・ 先進超々臨界圧火力発電（A-USC）について2020年代の実用化 

      を目指す（発電効率：現状39%程度→改善後46%）。 

     ・ LNG火力について、2020年頃までに1700度級ガスタービンの実 

     用化を目指す（発電効率：現状52%程度→改善後57%）。 

 

「環境エネルギー技術革新計画」（平成25年９月13日） 

 ◇生産・供給分野 

     日本のみならず、全世界においてエネルギーの安定供給と経済成 

   長を図りつつ、低炭素化を実現するため、高効率火力発電技術の更 

   なる高度化と再生可能エネルギーの低コスト化を行い、世界的な普 

   及を図る。 

1.１．施策の目的・政策的位置付け 
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 ※ロジックツリー 
（説明文は、体言止めにしない。図表中は原則体言止め。 ） 

◆環境エネルギー技術革新計画 
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 ※ロジックツリー 
（説明文は、体言止めにしない。図表中は原則体言止め。 ） 

◆環境エネルギー技術革新計画 
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 ※ロジックツリー 
（説明文は、体言止めにしない。図表中は原則体言止め。 ） 

◆環境エネルギー技術革新計画 
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政策的位置付け（送配電技術） 
 

「日本再興戦略」（平成25年６月14日） 

 ◇次世代デバイス・部素材の開発を進め、生産から流通、消費の至るところに  

   組み込んで製品・システムを高効率化することにより、エネルギーを効率的 

   に利用する。 

   ○次世代デバイス・部素材（パワーエレクトロニクス等）研究開発・事業化 

    ・ パワーエレクトロニクスや超低消費電力リバイス、光通信技術、超軽量・ 

     高強度の構造材料等の研究開発及び事業化を推進し、新市場を創出する。 

     

「環境エネルギー技術革新計画」（平成25年９月13日） 

  ◇流通・需給統合分野   

       従来のエネルギー需要家において、エネルギー変換や貯蔵が可能となる   

   中、供給・流通・需要全体で最も効率的となるシステムの形成を目指し、必要 

   な個々の技術を開発する。 

1. 1．施策の目的・政策的位置付け 
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 ※ロジックツリー 
（説明文は、体言止めにしない。図表中は原則体言止め。 ） 

◆環境エネルギー技術革新計画 



次
世
代
電
力
供
給
分
野 

電
力
の
安
定
的
供
給 イットリウム系超電導 

電力機器技術開発 
（H20～H24） 

低コスト、大容量の電力供給が期待できる
ｲｯﾄﾘｳﾑ系線材を用いた超電導電力貯蔵
装置（ＳＭＥＳ）,超電導ｹｰﾌﾞﾙ、超電導変圧
器の実用化を見通す重要な技術を開発す

る。 SMES 

超電導変圧器 

超電導ケーブル 

２０２０年太陽光発電２８００万kwの導入目
標と系統安定化を両立するために、大規模
電源から家庭までの送配電の全体制御・協
調による高信頼度・高品質の低炭素電力
供給システムの構築が必要であり、本事業
では太陽光発電の大量導入時の課題（①
周波数調整不足、②電圧上昇）を軽減する
ため、各々の対策の開発や検証等を行う。 

次世代送配電系 
最適制御技術 

実証事業費補助金 
 

（H22～H24） 

スマートインタフェース仕様確定 

電圧監視・制御機器の開発 

全体最適需給運用・制御方式の開発 

需給制御と強調した系統電圧制御方式 

需要家内機器最適制御方式確立 

ガス化炉設備の実証 

環境に調和した石炭の有効利用を図るた
め､既存の石炭発電技術（微粉炭火力技
術）に比べ､飛躍的な熱効率の向上が期待
できる石炭ガス化複合発電技術の実証試

験を実施｡ 

噴流床石炭ガス化 
発電プラント開発費 

補助金 
 

（H11～H21） 

「クリーン・コール技術分野」（石炭生産・利用技術振興）「高効率IGCC等の先端基盤研究」でもIGCC実証に向けた取
り組みを実施 

ガス精製設備の実証 

複合発電設備の実証 

排熱回収ボイラの実証 

２０２０年以降増大する経年石炭火力発電
のリプレース需要に対応するため、従来型
石炭火力発電の熱効率の飛躍的な熱効
率の向上が期待できる先進超々臨界圧火
力発電技術（A-USC)の開発を実施する。 

先進超々臨界圧 
火力発電実用化 
要素技術開発費 

補助金 
（H20～H28） 

ボイラ開発（＋材料開発） 

蒸気タービン開発（＋材料開発） 

高温弁の開発 

省エネルギー及びCO2削減の観点から電
力産業用高効率ガスタービンの実用化を
目指し、大容量機の高効率化のために１７
００℃級ガスタービンの実用化に必要な先
端要素技術を適用した各要素モジュール
の検証等を実施（実用化技術開発）。さら
に、同ガスタービンの実用化技術開発の
ため信頼性向上等を目的とした実証試験
について、支援を行う（実証事業）。 

高効率ガスタービン 
実用化技術開発 
（H16～H23） 

 
 
 

高効率ガスタービン 
実証事業 
（H24～H32） 

低熱伝導率遮熱コーティング 

超耐熱材料の開発（文科省分担） 

低ＮＯｘ燃焼システム 

高圧力比高性能圧縮機 

高負荷・高性能ガスタービン 

先進冷却技術の開発 

高湿分翼冷却技術の開発 

３ＭＷ級検証機を活用した検証 

実用化技術総合試験 

高湿分圧縮機 

高湿分再生熱交換器 

高湿分多缶燃焼機（→低NOｘ） 

AHAT特性解析 

供給調整 

需要調整 

配電調整 

需要調整 

周波数安定化 

電圧安定化（配電網電圧上昇対策） 

余剰電力低減 

電力ケーブルの大容量化・低損失化 

送電機器の大容量化・低損失 

電力ケーブルの大容量化・低損失化 

変圧器のコンパクト化・低損失化 

需要調整 

熱力学的効率向上 

流体力学的効率向上 

石炭火力の効率向上等 

熱力学的効率向上 

システム実現上の課題解決 

低排ガス性能向上 

システム実現上の課題解決 

システム成立性の検証 

システム性能の評価 

流体力学的効率向上 

低排ガス性能向上 
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ボトムアップ 

技術（国の事業） 

（Technology ） 

トップダウン 

必要とされる施策 

（Market） 
市場ニーズ 
（背景） 

実現上の課題 

（Function） 

本施策の事業として着手されていない課題 

システム改良 

コンバインドサイクル発電技術の開発・実証 

ガス化発電による発電効率向上 

ＬＮＧ火力の効率向上等 

火力発電における 
エネルギー源の 

多様化 

エネルギー源の
多様化による化石
燃料の安定供給

確保 

火力発電における 
発電効率向上と 
低排ガス化 

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
安
定
的
供
給
確
保
、 

環
境
へ
の
適
合 

エネルギー効率
向上による 

化石燃料の有効
利用 

排出温暖化ガス
低減及び 

排気ガス低減 

系統送配電・運用
技術の高度化 

供給調整 

石炭資源の多様化 
（使用炭種の拡大） 

低灰融点炭の活用 

通信ネットワークによる供給調整 

高灰融点炭の活用 

送電調整 

電圧監視・制御機器の開発 

次世代型双方向通信 
出力制御実証事業 
（H23～H25） 

太陽光発電の出力抑制や通信機能を用い
た太陽光発電や系統用蓄電池の制御等を
行うことにより、太陽光発電等の大量導入
と電力系統の安定化、系統安定化対策コ

ストの最小化を図る。 

再生可能エネル
ギーの安定供給

確保 
太陽光エネルギーの利用 

大規模太陽光発電施設 

天候予測 

安定的な需給運用 

天候による安定対策 

太陽光発電施設の導入 

太陽光発電の出力予測 太陽光発電出力予測 
技術開発実証事業 
（H23～H25） 

太陽光発電の出力変動に伴う短期的な需
給バランス・周波数調整力の確保のため、
気象予報等を基にした太陽光発電の出力
予測手法の開発や出力の把握手法の開

発を実施。 

平成２５年度事業評価対象事業 

１．２．施策の構造 

（出典）電力基盤整備課にて作成 
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○１７００℃級ガスタービン（送電端効率57％（HHV）） 

圧縮機

高圧力比高性能圧縮機

タービン

高負荷・高性能タービン

燃焼器

低NOx燃焼

圧縮機

高圧力比高性能圧縮機

タービン 高性能冷却システム

低熱伝導率遮熱コーティング

超耐熱材料の開発（＊）

高負荷・高性能タービン

燃焼器
低NOx燃焼

システム

(*) 

文科省担当

○高湿分空気利用ガスタービン 

（AHAT：Advanced Humid Air Turbine、送電端効率：51％（HHV）） 

省エネルギーおよび二
酸化炭素削減の観点
から電力産業用高効
率ガスタービンの実用

化を目指す 

民間企業 

（電力会社、重工メー
カーおよびエンジニアリ

ング会社） 

各発電形式による高効
率発電システムを2020

年頃に実用化を実現
する。 

従来型発電より高効率
を達成できる実用化技

術を確立 

プロジェクト概要 プロジェクトの 

アウトプット 

カスタマー プロジェクトの 

アウトカム 

1.3．施策の目的実現の見通し 
 
○高効率ガスタービン実用化技術開発・実証事業 
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○Ａ－ＵＳＣ設備概要図 
（A-USC：Advanced-Ultra Super Critical、送電端    
  効率46％(HHV)) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  ※VHP:超高圧（Very High Pressure） 
      HP:高圧（High Pressure） 

      IP:中圧（Intermediate Pressure） 
      LP:低圧（Low Pressure） 

 

ＣＯ２削減要求に対
して、信頼性と経済
性を両立し発電効率
に優れたＡ－ＵＳＣ

の開発 

民間企業 

（電力会社、重工メー
カーおよびエンジニアリ

ング会社） 

蒸気温度700℃級（発
電効率46％HHV）の
従来型より高い熱効率
を持つA-USC技術の
商用化を2020年代に

実現。 

蒸気温度700℃級電
力産業用大容量ボイ
ラー・タービンシステム
を伴うA-USCの技術

を確立する。 

プロジェクト概要 
プロジェクトの 

アウトプット 
カスタマー プロジェクトの 

アウトカム 

 ○先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発 

1.3．施策の目的実現の見通し 

○石炭火力発電の効率向上 

30

35

40

45

50

55

60

1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030

亜臨界圧(Sub-
SC)(蒸気圧

22.1MPa未満) 

超臨界圧(SC)  
（蒸気温度566℃以下,蒸

気圧22.1MPa） 

石炭ガス化複合発
電（IGCC）実証機  

1200℃GT 

IGCC  
1500℃GT 

先進超々臨界圧（A-
USC）（蒸気温度

700℃,蒸気圧
24.1MPa） 

IGCC 
1700℃G

T 

石炭ガス化 
燃料電池複 
合発電（IGFC）  

熱
効
率
（％
）（送
電
端
・Ｈ
Ｈ
Ｖ
） 

年 

超々臨界圧（USC） 
（蒸気温度566℃以上, 
蒸気圧22.1MPa） 

既存の発電技術 今後の技術開発 

※送電端：発電所構内の所内消費電力を差し引いた電力 
  HHV: 高位発熱量基準（Higher Heating Value） 
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1.3．施策の目的実現の見通し 

 ○イットリウム系超電導電力機器技術開発 
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1.3．施策の目的実現の見通し 

 ○次世代型双方向通信出力制御実証事業 
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1.3．施策の目的実現の見通し 

 ○太陽光発電出力予測技術開発実証事業 


